 第９回幹事会確認 
2013年秋季年末闘争方針（補強）

2013年８月21日
全国労働組合総連合
Ⅰ　秋季年末闘争をとりまく情勢の特徴と重視する課題

（１）６月14日に政府は、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針2013）」、「日本再興戦略（成長戦略）」、「規制改革実施計画」の三つを同時に閣議決定した。

　これらは、相互に関連すると同時に、ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）参加や税と社会保障一体改革の名による社会保障解体を前提とし、公務・公共サービスの民営化・民間化などを直接的な課題とする内容である。また、財政再建を口実にした消費税増税の強行もにらんでいる。

　三つの閣議決定は、多国籍化した大企業の国際競争力強化を最大目的に、経済財政運営の諸施策を集中させることを宣言している。そして、雇用、賃金、労働条件はもとより税・社会保障負担や諸規制を多国籍企業の「コスト」ととらえ、負担軽減のための改革（構造改革）を一気に強行することを宣言している。自民党の参議院選挙公約では、投資減税や法人税率引き下げまで盛り込んだ。

　参議院選挙までは「安全運転」を決め込んだ安倍内閣が、秋以降、労働者・国民いじめの施策を連続的に具体化してくる危険性は高い。

　秋のたたかいでは、「骨太の方針」などの中心に位置づけられる労働者派遣法改悪や限定正社員などの労働法制改悪反対、年金、医療・介護など高齢者への社会保障給付に焦点をおいた社会保障改悪反対、賃上げなき物価上昇のもとでの消費税増税阻止、消費税増税のための公務リストラへの反撃などを直接の課題に、取り組みを具体化する。

（２）自民党は、参議院選挙の公約で「憲法改正原案の国会提出」や「国家安全保障基本法の制定」をめざすことを掲げた。

　自民党が政権に復帰して再開した「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」（安保法制懇）の結論も待って、集団的自衛権行使にかかわる内閣の憲法解釈の変更と「国家安全保障基本法」の国会提出が検討され、憲法第96条など明文改憲の動きが活発化することが想定される。憲法国民投票を2016年参議院選挙と同時実施、の声も出始めている。

　すでに、生活保護など社会保障にかかわる国の責任放棄や地域主権改革の名による地方自治体への国の責任の押しつけなど実質改憲につながる動きは強まっており、「骨太の方針2013」などの具体化でさらに加速する状況にもある。

　実質改憲となる制度改悪を積みあげ、同時に明文改憲をめざそうとする動きの強まりに対し、2013年秋を新たなスタート台に、憲法をいかして労働者、国民のくらしを守る国民世論と運動を前進させ、改憲反対の世論をより強固にする取り組みを本格化させる。

（３）政府は６月19日に原子炉規制法にもとづく「新規制基準」を閣議決定し、７月８日に施行した。

　福島事故と同様の過酷事故を想定したベント設備、免震棟の設置や緊急時の電源確保などは新たに付加されたが、地震動の基準などは従来通りであり、やっと国際基準が求める水準の規制を規定したにすぎない内容である。

　このような不十分な「規制」となった背景には、福島事故の検証が不十分なまま、原発停止による電力会社の経営悪化や目先の安価な電力供給を求める財界などの圧力と、それに屈して原発再稼働や原発輸出に前のめりに転じた政府の姿勢がある。

　早速７月８日には九州、四国、関西、北海道の電力４社が原子炉の再稼働を申請し、12日の九州電力・玄海原発とあわせ、６カ所・12基の原発の再稼働が申請された。

　東京電力も柏崎刈羽６、７号機の再稼働を申請することを決定し、国民からの強い反発を受けた。さらに、立地自治体が廃炉を求めている日本原電・東海原発や福島第２原発でも「新規制基準」適合の工事が進められ、再稼働がめざされている。

　原子炉稼働期間を60年に延長できるようになったことなどもあり、福島原発事故後に廃炉を決断した事業者はなく、政府も「再稼働に最大努力」の姿勢を強めている。

　９月中旬には稼働中の大飯原発が定期点検に入ることから、秋の段階で「原発ゼロ」が再び現実となった後、原子力規制員会が再稼働を個別的に承認する動きになっていくことが想定される。

　各種の世論調査でも過半数を超えている原発再稼働反対の世論を集中して、再稼働断念と原発ゼロの日本実現に向かう政府の決断を迫るたたかいを強める。

（４）重要な時期を迎えているＴＰＰ交渉は、日本が参加可能になるマレーシア会議（第18回ラウンド・７月15～25日）を経て、秋の首脳会議、年内妥結がめざされている。日本が交渉に参加しても意見反映できる分野は限定的であり、国内市場の全面的な開放と諸制度の「アメリカ準拠」を迫られる可能性は高い。

　この間の運動の到達点を基盤に、「成長戦略」への批判ともあわせ、ＴＰＰ参加の労働者、国民生活への悪影響を訴え、ＴＰＰ参加阻止の世論を高める。

（５）例年、連合と原水爆禁止国民会議（原水禁）、核兵器禁止平和建設国民会議（核禁会議）の３団体が主催してきた平和大会（広島、長崎）が、原発への意見の相違から「分裂」開催となる動きとなっている。

　７月に開催された電機連合の大会では、原発を「不可欠なエネルギー」と位置づけるエネルギー政策が決定され、「原子力に依存しない社会」を示す連合と異なる方針を決定した。

　同様に、ＴＰＰ参加や改憲問題などをめぐっても連合内の労働組合の方針の不一致が表面化しており、この秋に重要な段階を迎える課題での国民共同のたたかいで全労連に寄せられる期待はさらに強まる状況にある。

　秋のたたかいでも、国民的課題での要求の一致にもとづく共同行動を積極的に位置づけて奮闘する。同時に、主要課題での取り組みを通じ、要求の一致点の共同を多くの労働者、労働組合に積極的に働きかけ、状況をいかした運動を組織して、全労連と参加組織の影響力を広げ組織拡大・強化につなげる。

＜第49回評議員会以降の動きの特徴については「経過」〔８頁〕を参照＞
Ⅱ　2013年秋闘を取り組む基本的な構え

（１）「安全・安心社会をめざす大運動」（全労連大運動）の具体化である「かがやけ憲法・全労連全国縦断キャラバン」を秋のたたかいの集中点に、2013年秋闘の具体化をはかる。

（２）「地域の運動と組織の強化をめざす全国交流集会（仮称）」を単産・地方組織でも位置づけ、この集会を節目に中期計画具体化、組織拡大運動の飛躍を作り出す。

（３）要求闘争と組織拡大運動の一体的な展開を確認し、すべての運動で署名、行動への参加要請、情報交換会などの共同開催について労働組合・団体、事業者に申し入れ、働きかけを強めることや、定時・定点の宣伝行動実施など、可能な形態の取り組みを「一つでも」具体化することをすべての組織でめざす。

（４）政府が進めようとする労働法制改悪の問題点や、憲法をいかした安定した良質な雇用の実現に向けた課題など、秋闘期の重点課題での学習を職場段階から強め、「情勢学習、運動の意思統一、全員参加の行動組織の連環の取り組み」の定着をめざす。

（５）原発再稼働反対、原発ゼロの日本実現をめざす共同の取り組み、消費税増税阻止などの国民共同の運動を単産、地方組織の課題とも連携させて位置づけ、要求前進に奮闘する。

（６）年末一時金闘争や公務員労働者の賃金確定闘争とも結合し、改正労働契約法も活用した無期雇用、正社員への転換など、「一つでもの要求前進」を秋のたたかいでも重視する。

（７）賃金削減に反対し、「賃下げ特例法」の廃止、労働基本権回復を求める公務員労働者のたたかいに連帯した取り組みを強める。

　リストラ目的の不当な解雇を許さず、すべての争議の解決を求めて取り組みを継続する。
Ⅲ　主要な課題での取り組みの具体化について

１、解雇、失業に反対し、安定した雇用の実現をめざす

（１）労働法制改悪反対のたたかいを強める。

　限定社員制などの解雇規制緩和や労働者派遣法の改悪など労働法制改悪に反対し、まともな働くルールの確立を求める署名（「憲法をいかし安定した雇用の実現を求める国会請願署名」）を９月から開始する。2014年３月を最終集約に、第１次集約（12月末）、第２次集約（１月末）のテンポで取り組みを進める。

　「憲法キャラバン」の実施ともあわせ、「労働法制改悪に反対し、憲法がいきる働くルール確立」要求での労働組合への共同の取り組みの申し入れ、自治体、地方議会への要請行動を具体化する。各単産も関連労組などへの共同申し入れの具体化を追求する。

　ナショナルセンターの系列を越えた労働組合の共同で、労働法制改悪反対の大集会の秋の開催を追求する。

　10月６日（日）を「ディーセントワークデー」とし、宣伝行動を具体化する。

　パート労働法改正、男女雇用機会均等法改正の先送りを許さず、要求実現のたたかいを継続する。「実効あるパート労働法改正」を求める国会請願署名を継続し、秋の臨時国会の取り組みにつなげる。
（２）「雇用キャンペーン・第２弾」の取り組みとして、若者が自立して人間らしく暮らせる賃金底上げ、ブラック企業対策の抜本的な強化、いわゆる「ブラック企業」の告発の取り組みを強める。

　10月７日(月)～13日（日）を「ディーセントワークデー」から続く宣伝行動強化週間に設定し、若者雇用やブラック企業対策を強め、労働法制改悪反対の運動前進、組織拡大につなげる。

　「憲法キャラバン（仮称）」も活用し、地域の雇用安定策の拡充を求める自治体要請行動に取り組む。

　「労働者の権利委員会」を継続し、ユニオンバスター対策など労働組合への不当な攻撃への反撃を強める。

○月○日に「告発・ブラック企業110番」に取り組むことで準備を開始する。

（３）10月を集中期間に、ハローワーク前での求職者・失業者アンケートの全国的な実施を呼びかける。

（４）労働基本権回復を棚上げしたままの公務員制度改革に反対し、公務員賃下げの阻止・撤回を求めて取り組みを強める。

　ＩＬＯなど国際機関への働きかけと、政府追及など国内運動の両面で取り組みを進める。

（５）すべての争議の解決を求めて取り組みを継続する。
　12月４日（水）に、東京地評と共催する秋の争議総行動に取り組む。

　日本航空不当解雇撤回闘争、社会保険庁分限免職撤回闘争、ＩＢＭロックアウト解雇撤回闘争、マツダ派遣切り裁判をはじめ派遣切り・非正規切り裁判勝利など、解雇自由社会を強引にめざす企業とのたたかいを重視して取り組みを強める。
「マツダ派遣切り裁判」控訴審勝利をめざし、労働者派遣法再改悪反対のたたかいとも結んで同裁判山口地裁判決の意義と支援強化を確認しあう決起集会を10月下旬から11月上旬に開催する方向で調整する。
　公務の分限解雇事案への法的対応について、関係単産の協力を得て、検討プロジェクトを設ける。
２、賃金、労働時間改善など良質な雇用の実現をめざす取り組み

（１）地域最低賃金引き上げ、全国一律時給1,000円実現を求める取り組みを継続する。

　地方最低賃金引き上げを求め、要請行動など取り組みを強める。

（２）年末一時金闘争、公務員賃金確定、賃下げ阻止闘争の勝利をめざす。国家公務員賃議員引き下げ「特例法」の廃止を求める取り組みを強める。

　11月11日(月)～15日（金）を要求実現の統一行動週間に設定し、相互激励行動などを配置して要求前進をめざす。

　11月14日（木）に秋闘諸課題の実現をめざす中央行動に取り組む。

（３）公契約運動を全国運動として発展させる。

　運動の到達点を確認し、取り組み強化をめざす「最賃・公契約運動交流集会」を10月３日(木)

に開催する。
（４）労働時間短縮の取り組みを強める。

　職場の労働時間規制の現状調査を秋に実施することを検討する。

（５）過労死基本法の制定を求める取り組みなど、労働安全衛生の拡充を求め、職場の取り組みと制度闘争を強める。

　12月７日（土）に開催される「いの健全国センター・中央カレッジ・オープンキャンパス」に結集する。

（６）秋闘をたたかいながら2014年春闘の準備を進める。

　11月20日(水)を第１次集約日に、「私の要求アンケート」をすべての組織で取り組む。

　10月25日(金)に予定される国民春闘共闘委員会総会に結集する。

　11月27日（水）、28日（金）に国民春闘討論集会を開催する。

３、「社会保障・税一体改革」やＴＰＰ参加に反対し、原発ゼロの日本など

ルールある社会をめざす取り組み

（１）東日本大震災からの早期復興をめざし、全国運動として取り組む。

　被災県での仮設住宅訪問や被災者支援行動、「復興行進」などの取り組みに全国からの支援、参加を組織する。

　10月12日（土）～14日（月）に開催される全国災対連・交流集会の成功をめざす。

　イレブンアクションを継続して取り組む。

（２）原発再稼働に反対しすみやかな原発ゼロの日本の実現をめざし、全国的な取り組みを強める。

　10月13日（日）に首都圏反原発連合、さようなら1000万人アクション、原発をなくす全国連絡会が共同する「10.13　NO NUKES DAY」の成功をめざして奮闘する。同日を中心に、原発再稼働反対の一斉行動を全国に呼びかける。

　再稼働を申請した原発のある地域などで開催される集会（9月15日[日]・福井・福井市内、10月５日〔土〕・北海道岩内、11月２日〔土〕・福島・福島市内、11月10日〔土〕・九州・福岡市内など）の成功をめざす。

　収束宣言の撤回などを求めて開始されたふくしま復興共同センターの署名の推進に連帯した取り組みを進める。

　原発対策委員会を開催し、秋のたたかいの意思統一を深める。

（３）2014年４月からの消費税増税阻止をめざし、取り組みを強める。

　消費税増税阻止をめざし署名を継続し、秋の臨時国会に提出するなど国会要請行動を強化する。

　政府が消費税増税を決断するとしている10月を前にした９月段階の取り組みを強める。９月２日の週を「消費税増税阻止宣伝強化週間」に位置づけて取り組む。
９月27日(金)に開催される｢消費税大増税ストップ!!国民集会（仮称）｣に結集し、成功をめざす。
　９月を取り組み集中期間に、地元選出国会議員への要請行動を全国で実施する。

（４）社会保障改悪に反対する取り組みを強化する。

　医療・介護改悪反対署名（「憲法をいかし、安心の医療・介護保障を求める国会請願署名」仮称））を開始し、通常国会に向けた取り組みを強める。

　年金制度改悪反対・最低保障年金確立（将来に希望がもてる高齢期の生活保障を求める国会請願署名（仮称））を具体化し、秋から取り組みを開始する。年金給付引き下げが開始される10月１日を「ストップ・高齢者いじめアクション」とし、年金削減への異議申し立て提出行動などの具体化を検討する。

　生活保護の改悪に反対し、最低賃金闘争とも一体で、共同の取り組みをさらに強める。

（５）国内制度を壊すＴＰＰ参加に断固反対して取り組みを継続する。

　ＴＰＰの労働者への影響を改めて分析し、政府要求行動を強める。引き続き「円卓会議」などを通じた共同の取り組みに結集する。

４、改憲策動を許さず、核兵器廃絶、安保破棄をめざす取り組み

（１）「かがやけ憲法・全労連全国縦断キャラバン（仮称）」を10月29日（火）～12月７日（土）までの間、全国４コースで取り組む。

　宣伝、集会、デモ行進、自治体、団体要請などを通じ、「改憲反対、憲法をくらしにいかそう」の世論と運動を全国に広げる。

　進めてきた署名（憲法改悪に反対し、第９条を守り、平和のために活かすことを求める署名）は、当初予定通り、８月末で一端区切りをつけ、憲法キャラバンにあわせた「『かがやけ憲法』国会請願署名」を開始する。

　九条の会が11月16日（土）に開催する全国交流集会への参加など、取り組みの共同をさらに強める。

　改憲反対の１点での労働組合間の共同づくりをめざす。

　集団的自衛権にかかわる憲法解釈変更など実質改憲の強まりに反対し、取り組みを強める。秘密保全法の制定に反対し、国民共同の取り組みに結集する。
（２）オスプレイの追加配備に反対し、撤去を求めている沖縄のたたかいに連帯し、全国的な訓練拡大に反対する取り組みを強める。

　10月19日（土）～21日（月）に沖縄で開催される基地闘争交流集会の成功をめざす。

　沖縄・高江でのヘリパット建設に反対する「100万枚ハガキ」行動に引き続き取り組む。

　11月15日（金）～17日（日）に山口県岩国市で開催される日本平和大会の成功をめざす。

（３）2015年核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議に向け、核廃絶署名の前進をめざす。計画的な署名推進をめざすため、11月28日（木）に単産・地方代表者会議を開催する。

５、政治の民主的転換をめざす取り組み

（１）一致する要求での共同を広範に追求しつつ、国民本位の政治経済と非核・非同盟・中立・民主の日本を実現する統一戦線樹立をめざすとした全労連綱領にそって、重要な首長選挙などでの取り組みを強める。
　当面、８月25日（日）投票の横浜市長選挙、９月８日（日）投票の茨城県知事選挙で支援を決定した候補者の勝利をめざし全国的な取り組みを強める。また、大坂都構想の是非などが問われる大阪府堺市長選挙（９月29日〔日〕投票）を注目し、取り組みを検討する。

（２）「１票の格差の是正」、主権者の声が反映する選挙制度の実現を求め、集会、学習会等を開催する。

６、世界の労働組合との連携、共同の取り組み

（１）中華総工会、ベトナム労働総同盟との定期協議を具体化する。

（２）福島原発事故の現状を伝える目的で、代表団をフランスに派遣する。

Ⅳ　統一闘争と総対話と共同を柱に、全労連組織の強化・拡大を

めざす取り組み

１、「新中期計画」の実践を進め、増勢に転ずる拡大運動を具体化する

（１）年間の拡大目標をもとに、秋の拡大計画を具体化する。

　10月から12月を「2013年秋の集中拡大期間」に設定し、組織内及び未加盟組織への加盟呼びかけ、事業所訪問活動などを集中的に取り組む。

　単産、地方組織、全労連が一体で集中拡大月間に取り組むため、９月18日（水）に組織拡大交流集会を開催する。

（２）地域から要求闘争と一体の組織拡大運動を強めることを目的に、10月27日(日)～28日（月）に「地域の運動と組織の強化をめざす全国交流集会（仮称）」を神奈川県内で開催する。

（３）非正規労働者の要求と運動を組織し、未組織労働者への働きかけを単産、地方組織と共同して強める。介護労働者などを対象にした「総がかり作戦」を具体化する。

　第13回パート・臨時労組連絡会総会、第６回非正規センター総会を10月19日（土）～20日（日）に開催する。

　11月５日（火）に開催されるヘルパーネット総会の成功をめざす。

（４）組織拡大集中期間とも並行し、全労連共済への加盟、加入拡大の働きかけを強める。

　全労連共済事業部会組織代表者会議を９月19日（木）に開催する。

２、次を担う活動家の育成に本気になって取り組む

（１）初級労働学校を東北ブロック（８月17日〔土〕～18日〔日〕）を皮切りに、各ブロックで開催する。

　2014年の各県段階での初級労働学校開催に向けた準備を開始する。

（２）部会等の活動活性化をはかり、運動への組合員参加の拡大をめざす。

　10月20日（日）に東京・明治公園で開催される青年大集会の成功に尽力する。

　11月16日（土）～17日（日）に愛知県で開催される第58回はたらく女性の中央集会の成功をめざす。

以　上

 第９回幹事会報告 

第49回評議員会以降の経過について

１、参議院選挙で議席の過半数以上を獲得した政権与党は、集団的自衛権行使にかかわる解釈改憲をはじめ、軍事大国化の動きを強めはじめた。

　麻生副総理の「ナチス政権の手口」発言、８月15日に行われた政府主催の全国戦没者追悼式典で安倍首相がアジアへの加害や「不戦の誓い」に言及しなかったこと、閣僚が靖国神社に参拝したことなど、国内外から歴史認識などが問われる事態が相次ぎ、改憲を主張する勢力の危険性が改めて明らかになった。

また、2014年４月からの消費税増税を判断する「指標」にすると政府が公言してきた2013年４月～６月のＧＤＰ（国内総生産）の速報値（年率換算+2.6％）が明らかになった。事前予測を下回ったこともあり、政府部内からも増税先送りの主張が出るなど、10月とされる判断時期に向けた動きが活発化した（詳細・別添談話－略）。

　東京電力福島第一原発で、高濃度の汚染水が海中に漏出し、汚染水タンクからの漏れ出しも明らかになるなど、事故が収束していないことが事実として明らかになり、事故収束作業や廃炉作業東京電力に丸投げしている政府の責任が問われた。国内で唯一稼働している関西電力大飯原発について、９月15日に定期検査に入ることが確定し、再稼働を急ぐ電力会社、政府の動きが慌ただしくなってきた。

２、労働者派遣法「改正」法成立時の付帯決議を受けて設置された「今後の労働者派遣制度の在り方に関する研究会」は、８月20日に最終報告を公表した。

　その内容は、製造業派遣や登録型派遣など、法改正の際に「骨抜き修正」にされた事項をそのままにするだけでなく、派遣労働を雇用政策の柱に位置づけ、26業務規制の廃止とあわせ派遣制限期間を3年に延長し、その期間制限についても業務から個人に切り替えることを求めた。このような結論は、常用代替防止の枠組みを撤廃して、無制限に派遣労働の拡大を求める財界の意向にそった検討が行われた結果にほかならない。

　この報告書を受け、秋の段階で、厚生労働省・労働政策審議会での論議が行われることから、再改悪反対のたたかいの強化が必要になっている（詳細・別添談話－略）。

　労働法制改悪にかかわって、８月14日の日経新聞が１面トップで、「課長級から勤務柔軟に」との見出しで「ホワイトカラー・エグゼンプション」を企業が実験的に採用できるようにする制度の新設を政府が進めていることを報道した。

　政府が秋の臨時国会に提出を予定している「産業競争力強化法案」で検討されている「企業実証特例制度」（企業特区）の一環で「プロフェッショナル労働制」（仮称）として創設が検討されている。経済法制で労働法を骨抜きにする新たな動きであり、反対する取り組み強化が求められる。

　厚生労働省は、9月を若者の離職率が高い企業を集中的に監督する「過重労働重点監督月間」とすることを発表した。実態を告発してきた取り組みの成果である。

３、８月６日に、中央最低賃金審議会の目安小員会が、2013年度の地域別最低賃金の引上げ額の目安をまとめた。Ａランク19円、Ｂランク12円、Ｃ・Ｄランク各10円の引上げを妥当とするもので、加重平均では14円アップとなる。厚生労働省により最低賃金が生活保護を下回ったと認定された11地方中、10都府県の乖離はこの目安で解消され、北海道は22円の乖離を２年以内で解消することを認めた。
　３年ぶりに10円台の目安となった背景には安倍政権の経済政策があるが、雇用戦略対話で政労使が合意している早い時期の時給800円の実現目標からしても、労働者の賃金実態からしてもきわめて低額の目安である（詳細・別添談話－略）。

　目安答申を受け、翌7日以降、各都道府県で最低賃金審議会が開催され、目安に１円～２円の上乗せした答申が行われている。

　８月８日に人事院は、国家公務員給与などについて報告を行った。国家公務員について実施されている平均7.8％の賃下げを考慮せず、「虚構」の給与法ベースでの官民較差を比較し76円（0.02％）と僅かな較差であったとして、1954年以来約60年ぶりに給与勧告を見送った（詳細・別添談話）。

　

４、社会保障制度国民会議は８月５日に報告書を取りまとめ政府に提出した。消費税増税を前提にしつつ、医療、介護、年金、保育の全分野について、給付削減と自己負担増を迫るだけの改悪一辺倒の内容であった（詳細・別添談話－略）。

　政府はこの報告書をもとに、制度改悪の「行程」を秋の臨時国会に提出するとしており、消費税増税阻止とも結んだたたかいの強化が求められている。

　８月３日から９日まで、2013年原水爆禁止世界大会が、広島、長崎で開催された。国際会議には約200名、広島集会には約2,000名、長崎大会には約7,000名が参加した。参加者の６割が初参加という広がりのなかで、「核兵器のない平和で公正な世界」をめざす運動の重要性を改めて確認するものとなった（詳細・別添資料－略）。

以　上
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